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第七回カーボンマネジメント小委員会 

 

日時 令和６年 11月８日（木）10：01～11：59 

場所 オンライン 

 

１．開会 

○刀禰燃料環境適合利用推進課長 

 定刻になりましたので、これより、会議を開催させていただきます。 

 事務局を務めさせていただく資源エネルギー庁カーボンマネジメント課長の刀禰でござ

います。どうぞよろしくお願いいたします。 

 委員の皆様におかれましては、ご多忙のところ、本日もご出席をいただき誠にありがとう

ございます。 

 本日の会議はオンラインでの開催となります。 

 本日は、前回に続いて、先進的ＣＣＳ事業に参画している事業者の皆様からプレゼンを行

っていただきます。その上で、後半は事務局から今後のＣＣＳの事業化に向けた支援制度の

在り方について、考慮すべき基本的論点の案を提示させていただきます。その上で、委員の

先生方から議論いただければと思っております。 

 なお、今回も大橋委員に委員長を務めていただくことになりますが、通信状況等のトラブ

ルにより参加できなくなった場合には、武田委員に代理を務めていただくよう、あらかじめ

大橋委員長よりご指名いただいております。 

 それでは、ここから大橋委員長に議事進行をお願いしたいと思います。どうぞよろしくお

願いいたします。 

 

２．議事 

 （１）ヒアリング 

 （２）ＣＣＳ支援制度において考慮すべき基本的論点 

 

○大橋委員長 

 皆さん、おはようございます。早朝よりご参集いただきありがとうございます。 

 早速本日の議事に入らせていただきたいと思いますが、本日は最初にヒアリング、二点目

に基本的論点の議論を行うということになっております。 

 なお、議事の公開ですが、本日の会議はＹｏｕＴｕｂｅの経産省チャンネルで生放送して

います。 

 まず、議題１については、資料３から６に基づいて事務局とプレゼンターからご説明いた

だき、委員からご質問いただくという形で進めてまいりたいと思います。 

 それでは、早速ですが、資料３について事務局よりご説明をお願いいたします。 
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○慶野ＣＣＳ政策室長 

 事務局でございます。資料３に基づいてご説明させていただきます。 

 まず、今後の議論の進め方ですが、冒頭に刀禰からも申し上げたとおり、前回に引き続き

ヒアリングを行わせていただきます。後半に関しては、ＣＣＳ支援制度において考慮すべき

基本的論点の抽出というテーマでディスカッションを行っていただきたいと思います。次

回以降につきましては、本日の基本的論点の抽出に関する議論を踏まえ、ＣＣＳ支援制度の

たたき台を事務局で用意させていただこうと思います。 

 今回のヒアリングのポイントは前回と基本的に同様で、①（CCS事業の実施にあたっては

様々なリスクが存在するが、支援制度を検討するに当たって政策的に対応すべきはどうい

ったリスクか）、②（事業者によるコスト削減に向けた取組を促す仕組みについて、支援制

度にどう取り入れるか）です。支援策においてどういったリスクを考えるべきか、また、事

業者によるコスト削減をどのように行っていくかという点でございます。 

 また、今回はＣＯ２の海外貯留を検討している事業者からのヒアリングもございます。海

外貯留の案件においてＣＣＳに関わる日本企業がどう成長していくのかといった点もヒア

リングのポイントとしていただければと思います。 

 また、参考資料１として、前回のヒアリングで監査法人トーマツの樋野様に対する質問へ

の回答をいただいているので、併せてご覧いただければと思います。 

 事務局からは以上でございます。 

○大橋委員長 

 ありがとうございます。 

 それでは、引き続いて、本日のゲストスピーカーの方から説明をいただきたいと思います。 

 まず、伊藤忠商事の重松様にご説明いただけるということでございます。７分お時間いた

だけるということですので、ご準備よろしければお願いいたします。 

○伊藤忠商事（重松様） 

 伊藤忠商事の重松と申します。本日はよろしくお願いいたします。 

 私からは、日本海側東北地方ＣＣＳ事業について説明させていただきます。 

 まず、日本海側東北地方ＣＣＳ事業の概要について説明させていただきます。 

 本ＣＣＳ事業の構想は、日本製鉄九州製鉄所大分地区から年間約 100万トン、太平洋セメ

ントグループのデイ・シイ川崎工場から年間約 50万トンのＣＯ２を回収・出荷し、船舶を

用いて秋田県の港まで輸送・一時貯蔵の後、秋田県沖に地下貯留する構想です。 

 一方、県外からのＣＯ２を秋田県に持ち込むということになりますので、当然ながら、地

元にとって何かしらのメリットが必要であると考えております。そこで、ＣＯ２の貯留地に

恵まれた地元ならではのメリット、つまりＣＣＳに関連した地元インセンティブの観点よ

り、例えばごみ焼却場施設等の排出源から発生するＣＯ２を分離・回収し、ＣＣＳバリュー

チェーンに繋ぐことを考えております。同時に回収したＣＯ２の一部を用いたＣＣＵ、つま

りＣＯ２の再利用の産業誘致機能性についても調査・検討を実施しています。 
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 実施パートナーと各社の役割については、下の体制図をご参照いただければと思います。 

 続いて、ビジネスモデル上のリスクの分析とそのリスクの対応策について説明させてい

ただきます。 

 まず、想定されるビジネスモデルとして、当面の間、政府より排出事業者及び輸送・貯留

事業者に対してＣＡＰＥＸ・ＯＰＥＸの手厚い支援が行われ、並行してグリーン製品の公共

調達・民間企業買取による価格転嫁の仕組みが整えられ、ＣＣＳコストが広く社会で分担さ

れることで、将来的に政府補助に頼らない自立したＣＣＳ産業の創出を目指していくとい

うことが考えられます。 

 ここで記載している項目は、リスクというより、むしろ最終投資決定までに必要となる事

業環境といえると思いますが、まず、経済面に関して、排出事業者側としては、ＣＯ２の分

離・回収・出荷にかかるＣＡＰＥＸ・ＯＰＥＸ及び輸送・貯留事業者に支払うＣＯ２回収手

数料を賄えるだけの政府支援策の決定が必要だと思います。また、グリーン製品の政府調

達・民間調達支援によるＣＣＳコストの価格転嫁の仕組みの設計も必要です。政府支援の方

針が見えた時点では、ＣＣＳ投資促進のための税制の整備などが必要だと考えております。 

 また、輸送・貯留事業者に関しては、ＣＡＰＥＸ・ＯＰＥＸに係る政府支援策の決定、民

間が投資するリスクマネーに対する妥当な内部収益率の設定、モニタリング必要期間の設

定及びＪＯＧＭＥＣへの移管を見据えた必要積立額の決定、保険設計を見据え万が一ＣＯ

２が漏えいした際のペナルティーの金額設定といったことを決めていく必要があると考え

ております。 

 続いて、技術面に関して、排出事業者側としては、ＣＯ２の出荷受入条件を速やかに確定

することで、設計作業を加速させる必要があると考えております。 

 また、先進的ＣＣＳ事業の予見性・継続性を担保することで、液化ＣＯ２タンクメーカー

による製造ラインへの投資を促す必要があります。 

 また、現行の法規制に基づいた場合、例えば、排ガスからのＣＯ２除去に伴う排ガス濃度

の上昇に伴って対策が必要になるなど、コスト増加につながる事象がございますので、規制

緩和が求められると思います。 

 一方、輸送・貯留事業者について、①、②に関しては、排出事業者と同様ですが、②に関

して一つ付け加えると、船舶運航会社による液化ＣＯ２船員の育成を促す必要があると考

えております。 

 また、圧入可能量の不確実性を低減するために、最終投資決定前に評価井を掘削し、追加

の地下情報を収集・分析する必要があります。 

 サイトサーベイ用船舶・掘削リグ・掘削関連の機材・長納期資材の調達についても速やか

に実施する必要があります。 

 最後に、洋上風力事業者等の海底ケーブル等との調整も今後やっていく必要がございま

す。 

 続きまして、事業コスト削減の方法とその見通しについて説明させていただきます。 
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 まず、分離・回収・出荷については、ＣＯ２の液化条件・設備仕様の共通化、分離・回収・

液化プロセスにおけるエネルギー消費量低減、また各長期における周辺事業者との大規模

ＣＣＵＳ事業クラスターの形成等が考えられると思います。 

 また、船舶輸送については、船舶仕様の共通化、輸送航路の最適化、拡張期における船舶

大型化などが考えられます。 

 受入基地については、液化ＣＯ２タンク仕様の共通化、地場の風力発電事業者が持つ余剰

電力の有効活用、地場ＣＣＵ事業者向けのＣＯ２販売、拡張期における液化ＣＯ２タンクの

大型化等が考えられます。 

 圧入・貯留については、貯留区域内における貯留量拡大による既存設備の効率的活用、拡

張期を見据えた海底パイプラインを含む海底設備の設計・導入、船舶輸送型案件の特性を活

かした、将来の海外大規模貯留地への拡張可能性の追求などを考えております。 

 最後に、分離・回収量・輸送量、貯留量の拡張可能性について説明させていただきます。 

 当ＣＣＳ事業構想の特徴として、国内屈指の排出地域を抱えていること、船舶による柔軟

な輸送量が可能であること、拡張を見据えた設計となっていること、高ポテンシャルな貯留

層を持っていることが挙げられます。 

 これらを文章でまとめると、日本海側東北地方ＣＣＳ事業の特徴として、複数のＣＯ２排

出地域とＣＯ２貯留地域を船舶輸送で結ぶことで、拡張性の高い広域事業を推進するとい

うことになります。 

 また、2030 年度に秋田県沖で年間約 190 万トンのＣＣＳ事業を成立させた後は、年間約

500万トンまでの拡張を見据えております。 

 さらに、将来的には船舶輸送事業の特徴を生かして海外貯留地の開拓も進め、日本のＣＯ

２を海外へ輸出することで、さらなる規模の拡大を図りたいと考えております。 

 最後に、日本国内で完結する大規模ＣＣＳバリューチェーンを実現させることで、日本国

内に新たな産業としてＣＣＳ産業を創出し、将来、日本国内で磨かれたＣＣＳ関連技術とと

もに日本のＣＯ２を海外輸出できるような体制を構築することに資する先進的なモデル事

業となることを目指して取り組んでおります。 

 以上になります。ありがとうございました。 

○大橋委員長 

 重松様、ありがとうございました。 

 後ほど、質疑応答をさせていただければと思いますので、次に進めさせていただきます。 

 次は三井物産の砂田様にお越しいただいております。お忙しいところ、ありがとうござい

ます。７分お時間をいただけるということですので、ご準備よろしければお願いいたします。 

○三井物産（砂田様） 

 本日は貴重な機会をいただきありがとうございます。三井物産の砂田でございます。 

 弊社からは、先進的ＣＣＳ事業を通じて見えてきた課題と今後の展望について、現在取り

組んでいるマレーシアでのＣＣＳ事業を例にご紹介させていただければと思います。 
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  まず、弊社が幹事会社として取りまとめているマレー半島南部のＣＣＳ事業の概要に

ついてのご説明になります。 

 プロジェクトのパートナーですが、マレーシアでの貯留事業は、マレーシアの国営石油会

社であるＰＥＴＲＯＮＡＳ社、フランスのメジャーであるＴｏｔａｌＥｎｅｒｇｉｅｓ社

と弊社の３社で推進しております。 

 こちらの貯留サイト向けにＣＯ２の貯留を検討いただいている排出事業者としては、関

西電力、コスモ石油、中国電力、電源開発、九州電力、レゾナック、ＵＢＥ三菱セメントの

計７社で、年間合計約 500万トンの海外貯留を検討しております。 

 プロジェクトのタイムラインとしては、2026 年度の最終投資判断を目指しており、2030

年度までの操業開始を目指しています。 

 プロジェクトの特徴としては、西日本を中心とした電力会社、石油会社、石油化学会社、

セメント会社と、複数の産業の脱炭素化に資するプロジェクトということが挙げられるか

と思います。 

 また、弊社の船舶部隊とも協力して、液化ＣＯ２船標準化による輸送効率最適化も並行し

て検討しております。 

 続きまして、ＣＣＳ事業における海外貯留地確保の役割と意義について触れさせていた

だければと思います。 

 まず、ＣＣＳ事業を推進する上で大変重要となる、地下にＣＯ２の貯留ができるかという

技術的な蓋然性について、これまで石油・ガス開発を行ってきた国、地域においては、地下

データの蓄積の度合いが圧倒的に高いといって良いかと思います。 

 日本で排出されたＣＯ２を海外に貯留する難しさはある一方で、既に貯留地候補が豊富

な海外のほうが、2030 年を起点としてそれ以降も安定的・継続的に規模感のある貯留地を

探索・開発しやすいのではないか考えております。 

 特に排出量の多いアジア諸国が、将来、自国外に貯留先を求める場合、貯留地を巡る国際

間の競争が激化する可能性もあるため、戦略的に海外貯留地の先行確保に取り組んでおく

ことが重要と考えております。 

 もちろん、国内貯留は、本邦排出源から地理的に近いこと、ＣＯ２貯留に転用できる油ガ

ス田は多くないものの、帯水層での貯留ポテンシャルもあり、地下のデータ取得と知見の蓄

積、ステークホルダーの理解が進めば拡大が期待できると認識しておりますが、日本が他国

に劣ることなく確実に 2050年のネットゼロを実現するための選択肢の確保にとって、海外

貯留は重要だと認識しております。 

 次に、ＣＣＳ事業のビジネスモデルとそれに伴うリスクへの対応について触れさせてい

ただきます。 

 ＣＣＳビジネスモデルの概念図をポンチ絵にまとめておりますが、世界的にもＣＣＳの

ビジネスモデルはこのような概念図でほぼ収束するものと理解しております。 

 課題について申し上げると、脱炭素事業の一番の課題は、製品やサービスへの脱炭素コス
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トの転嫁が現時点では非常に難しいことと認識しております。政府によるコスト支援の対

象を貯留地によるものではなく、ＣＣＳに伴う全コストを一義的に排出事業者が負担する

ものとすれば、国内、海外の貯留地に影響されないユニバーサルなモデルになるのではない

かと考えております。本邦での排出量に比例した支援制度等が検討できれば、貯留国の政府

や外資企業に対する本邦からのＣＯ２の受入れ、貯留もさらに動機づけられるのではない

かと考えております。 

 マーケットの形成や事業者間のリスクアロケーションは発展途上で、民間企業がとりづ

らいリスクでなければ、リスクテイク相応の便益が担保される限り、他のビジネス同様にリ

スクテイク、リスクアロケーションが解決可能ではないかと考えております。 

 政府においては、コスト支援に加え、法律の整備、技術の標準化のサポートといった支援、

貯留後のモニタリングといったリスク負担期間が超長期化するもの、カントリーリスク、漏

えいリスクといった責任金額が巨額で民間だけでは対応に限界があるものに関する支援を

検討いただければ有難いと考えております。 

 続いて、ＣＣＳの事業化コストについての説明になります。 

 まず、事業立上げ段階でのコスト低減に関する取り組みですが、大規模排出源の集積やイ

ンフラ整備の共有化によるコスト低減、同一船型の発注・活用による造船コストの最小化と

配船効率の最大化によるコスト削減、大規模貯留地の探索・開発等が挙げられると思ってお

ります。私どもが進めているマレーシア沖のプロジェクトでも現在取り組んでいます。 

 次に、拡張開発段階でのコスト削減策ですが、既存排出源からの追加回収、排出源のクラ

スター化による新たな排出源からの回収とインフラ設備の一層の共有化、貯留地のハブ化

によるインフラ整備の共有化等が挙げられると考えております。 

 さらに、将来的には、低コスト・省エネルギーな分離・回収技術の開発、安価な液化ＣＯ

２タンクの素材の開発、ＣＣＳ産業の規模拡大によるジェネラルなコスト低減によって、将

来的なコスト削減が図られると期待しております。 

 最後のスライドになりますが、弊社が取り組んでいるマレー半島沖南部のＣＣＳ事業の

拡張性について簡単に触れさせていただきます。 

 前述のスライドで開発、開発段階でのコスト低減策について言及しましたが、弊社が推進

しているＣＣＳ事業の拡張性とそれに伴うコスト低減のイメージをお示ししたスライドに

なります。 

 まず、排出源のクラスター化ですが、既存の排出源からの追加回収を通じて、より多くの

ＣＯ２を回収し、可能であればインフラ設備も共有化することで、コスト低減を図ることが

できないかと考えております。 

 同時に、マレーシア沖の貯留サイト側でも開発対象となっている減退ガス田の周辺には

ＣＯ２の貯留が可能な帯水層が複数存在しておりますので、受入基地を含むインフラ設備

を共有することでコストの低減を図ることを検討しております。 

 弊社からの説明は以上になります。ありがとうございました。 
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○大橋委員長 

 砂田様、ありがとうございました。 

 続きまして、三菱商事の高尾様にお越しいただいております。説明の時間は７分いただけ

るということですので、ご準備よろしければ、お願いいたします。 

○高尾様（三菱商事） 

 三菱商事、高尾でございます。よろしくお願いいたします。 

 本日は海外ＣＣＳバリューチェーンに関する取組についてご紹介させていただきます。 

 まず、2024 年度先進的ＣＣＳ事業として検討を進めている二つの案件についてご紹介さ

せていただきます。 

 大洋州ＣＣＳ事業では、伊勢湾地域から排出されるＣＯ２を船舶輸送にてオーストラリ

ア、マレーシア、インドネシアの貯留サイトへ輸送、圧入、貯留することを考えております。 

 一方、マレー半島沖北部ＣＣＳ事業では、東京湾沿岸から排出されるＣＯ２を船舶輸送に

てマレー半島沖北部の貯留地へ輸送、圧入、貯留することを考えております。 

 いずれのプロジェクトにおいても、2026年度末の投資判断、2030年度末までの圧入開始

を目指しております。 

 三菱商事としては、主にＣＯ２の集積・液化・出荷、船舶輸送分野でのスタディ、バリュ

ーチェーン全体でのコーディネーションを担当しております。 

 続いて、海外ＣＣＳバリューチェーンの意義についてご紹介いたします。 

 日本の海域には膨大な貯留キャパシティが見込まれていますが、国内の貯留サイトが何

らかの理由により利用できないケースも想定し、ＣＯ２貯留先の多様化を図る観点から、国

内サイトと並行して海外サイトを同時に検討する必要があると考えております。 

 アジア・太洋州地域で先行して検討が進んでいる多くのＣＣＳプロジェクトは、枯渇ガス

田を貯留サイトとしております。枯渇ガス田を貯留サイトとして利用することで、試掘や探

査作業の省略、パイプラインの坑井、プラットフォームなど既存インフラの利活用により、

早期操業開始及び大幅コスト削減が期待されます。 

 枯渇ガス田を貯留サイトとした貯留事業の多くが、まずは自社排出ＣＯ２の貯留を主目

的としており、仮に第三者からのＣＯ２受入れがなくとも事業が立ち上がっていくと思わ

れることから、事業そのものの実現性は高いと考えております。 

 また、本邦企業による海外ＣＣＳ事業への関与と参画を通じて世界におけるＣＣＳ事業

のスタンダード化の先陣を切ることで、これに関与する日本企業の事業拡大、機会創出につ

ながると期待しております。 

 続いて、拡張性に関して、大洋州ＣＣＳを例に幾つかご紹介させていただきます。 

 伊勢湾臨海部から内陸の後背域まで含めると、年間 4,000 万トン超のＣＯ２排出量があ

ると見込んでおります。 

 先行して立ち上がる大洋州ＣＣＳの集積・液化・出荷に関する既存インフラの活用及び大

規模化によるスケールメリットを享受したコスト削減が可能となれば、さらなる排出事業
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者の合流も期待できると考えております。 

 続いて貯留量の拡張性ですが、今回、先進的ＣＣＳ事業でスタディの対象としている貯留

サイトは、複数の枯渇ガス田から構成されており、全体としては数億トン規模の貯留キャパ

があると考えております。 

 また、先進的ＣＣＳ事業の枠組みでは、単一の国の貯留サイトを対象としてスタディを進

めておりますが、日本製鉄、Ｅｘｘｏｎ Ｍｏｂｉｌとの間ではオーストラリア、マレーシ

ア、インドネシアの３か国を対象としたＭｏＵを締結しており、２国間合意の進捗次第では

ありますが、将来的には複数の国を対象としたＣＯ２貯留も視野に入れております。 

 続いて、事業コストの削減の可能性についていくつかご紹介させていただきます。 

 分離・回収分野でのコスト削減余地としては、レイアウトの最適化、仕様の共通化を通じ

たＣＡＰＥＸ削減、エネルギー効率の向上を通じたＯＰＥＸ削減などに加えて、回収ガス組

成の制約緩和によるコスト削減余地も追求してまいります。 

 続いて、船舶輸送分野に関しては、輸送船の標準化、大型化に加え、配船、荷役オペレー

ションの最適化を通じたコスト削減可能性を追求してまいります。 

 貯留分野に関しては、枯渇ガス田を対象とした貯留サイトの最大の利点である既存設備

の利活用に伴うコスト削減とモニタリング基準・要件・手法の最適化による適切なモニタリ

ングコストを目指してまいります。 

 最後のトピックとして、ビジネスモデル上の課題及び対応策について幾つかご紹介させ

ていただきます。 

 まずはＣＯ２供給源、あるいは供給量の確保です。 

 多くの排出事業者は複数の脱炭素ソリューションを並行的に検討している状況であり、

現時点で他の脱炭素ソリューションに先行してＣＣＳを対象とした長期間のＣＯ２供給契

約を締結することの難易度は高く、排出事業者のみならず、輸送・貯留事業者の投資判断に

も大きな影響を有すると考えております。 

 これに関しては、なかなか妙案は思いつかないところではありますが、官民で協力しつつ、

ＣＯ２供給に関する共通方針について議論していければと考えております。 

 次に、財政支援に関して、仮に値差支援制度のコンセプトで排出事業者に対する長期的な

財政支援を想定した場合、排出事業者のみならず、集積・輸送・貯留事業者も一旦は自己資

金での先行投資が必要となります。 

 しかしながら、明確な制度設計、長期間のＣＯ２供給契約、一定水準の収益水準が見込め

ない状況でのＣＡＰＥＸ先行投資の難易度は高いと言わざるを得ないと考えております。 

 これに対しては、ＣＡＰＥＸ先行投資の位置づけ、あるいはインセンティブなどの制度設

計面での対応及び先行投資への財政支援を検討いただけると大変有難く存じます。 

 また、弊社が進める案件のような海外ＣＣＳバリューチェーンに関しては、二国間合意が

必要不可欠となっておりますので、早期締結に向けてご尽力いただくとともに、民間企業と

しても複数国の貯留地を並行して検討するなど、対応してまいりたいと考えております。 
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 最後のスライドとなりますが、貯留権益、あるいは貯留サイトに関する課題及び対応策に

つき、二点ご紹介させていただきます。 

 海外貯留権益の確保に関しては、貯留権益の確保を通じてＣＯ２圧入量を確保するのか、

貯留事業へのガバナンスを確保するのか、貯留事業からの収益を確保するのかなど、日本、

あるいはＣＣＳ事業者として貯留権益確保を通して何を確保するのかを整理した上で対応

すべきと考えております。 

 例えば、ＣＯ２圧入権の確保が主目的であるならば、ＣＯ２オフテイク契約などでも目的

は達成できると考えております。 

 また、海外貯留サイトの開発に財政支援のない事業においても、貯留権益の確保が必要な

のかという課題も含め、今後、海外貯留権益に関する考え方などをすり合わせいただければ

と考えております。 

 最後の課題は、貯留サイトの柔軟性確保となります。 

 ＣＣＳに関する取組の最終的な目的を低い社会コストでのＣＣＳバリューチェーンの社

会実装とするならば、複数の国の貯留サイトを比較競争することで、海外貯留事業に対する

本邦ＣＣＳプロジェクトの交渉力を高めること、想定するプロジェクトタイムラインでの

二国間合意の締結がかなわない場合のオプション確保の観点から、複数の貯留地の検討を

進めるなどの貯留地の柔軟性も必要ではないかと考えております。 

 実際に、大洋州ＣＣＳの主要なコンソーシアムメンバーである日本製鉄、Ｅｘｘｏｎ Ｍ

ｏｂｉｌと弊社の間では、豪州、マレーシア、インドネシアにおける貯留サイトの活用を視

野にＭＵ締結の上、先進的ＣＣＳ事業の枠を超えた複数の国へのＣＯ２輸送・貯留を追求し

ております。 

 弊社からのご説明は以上となります。ありがとうございました。 

 

○大橋委員長 

 高尾様、ありがとうございました。 

 以上で３社からのヒアリングを行いましたので、委員からこれらの事業者に対する質問

をいただければと思います。Ｔｅａｍｓに挙手機能がありますので、そちらをご利用いただ

ければ、私から指名させていただきます。 

 なお、チヴァース委員についてはチャットでのご対応と伺っていますので、後ほど事務局

を通じてご質問をいただくということにさせていただきます。 

 それでは、ぜひお願いできればと思いますが、いかがでしょうか。 

 山田委員、お願いいたします。 

○山田委員 

 ありがとうございます。 

 海外の案件について質問がございます。私は地下資源探査開発のほうが専門であります

ので、そちらの技術的な内容になります。三井さんと三菱さんから既存油ガス田への貯留を
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お考えであると話がありましたが、既存油ガス田の場合には、既存坑井が存在しており、そ

れからの漏えいリスクも考えられるかと思います。この辺り、各国でどのような考え方なの

かという点と、そのリスクに対する各国からの支援の枠組みがあるのかという点を教えて

いただければと思います。 

 もう一つは、モニタリングです。地下に圧入した後、その挙動についてモニタリングのデ

ューティーが恐らく各国で整備されていると思いますが、この辺りの状況についても教え

ていただければと思います。 

 以上です。 

○大橋委員長 

ありがとうございます。続いて大島委員、お願いします。 

○大島委員 

 ありがとうございます。 

 三井物産様の説明資料について質問させていただきますが、５ページ目、ＣＣＳビジネス

モデル・リスク対応と政府によるご支援という部分の２点目について、何を意味されている

のかよく理解できませんでしたので、教えていただけますでしょうか。「政府によるコスト

支援の対象を一義的にＣＣＳの全コストを負担する排出事業者とすれば、貯留地に依拠し

ないユニバーサルなモデルになるのではないか、本邦排出量に比例した支援により、貯留国

政府や外資企業に対する本邦ＣＯ２の貯留を動機づけられる」という項目について、もう少

しご説明いただけますでしょうか。 

 以上です。 

○大橋委員長 

 趣旨を確認するということですね。 

○大島委員 

 はい。 

○大橋委員長 

 分かりました。近藤委員、お願いします。 

○近藤委員 

 近藤です。よろしくお願いします。 

 今回の３社さんに共通で質問したいと思いますが、色々な事業をされる上では、当然、エ

ミッターの方々との契約が重要になってくると思います。その契約期間について、どの程度

の契約期間をお考えで、どの程度の支援期間が必要かという点について教えていただきた

いと思います。 

 二点目として、先ほどご質問がありましたが、支援先をエミッターに固定したほうがいい

のか、輸送業者、エミッター、貯留事業者と、このようにした方が良いという支援先のお考

えがあれば、それぞれについてお聞きしたいなと思います。 

 それから三点目として、仕様の統一化が重要だと思っていますが、一方で、仕様だけでは
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なくて、規模の統一化、例えばタンクや船といったものの統一化も必要ではないかと思いま

すが、こういった点についてもお考えがあればお聞きしたいと思います。 

 以上です。 

○大橋委員長 

 ありがとうございます。その他の委員の皆様、いかがでしょうか。 

 もし差し支えなければ、私から質問させていただきます。伊藤忠商事の重松様から、排ガ

ス濃化に伴う規制緩和が必要と説明いただきましたが、その内容をもう少しかみ砕いて説

明いただけると参考になると思います。また、高尾様の資料で、我が国の企業が財政支援を

求めない場合にも権益確保が必要と言及いただいたと思いますが、この辺りの趣旨につい

て、可能でしたら分かりやすくご説明いただければと思います。 

 南坊委員、よろしくお願いします。 

○南坊委員 

 委員長、ありがとうございます。 

 ３社さんに海外貯留に関してお尋ねしたいのですが、貯留対象国のマレーシア、インドネ

シア、豪州などの貯留サイト、これは日本だけではなくて、他国、例えば、韓国やシンガポ

ールなど排出国で貯留サイトを海外に求めている国々との競合にあると思いますが、例え

ば、ＰＥＴＲＯＮＡＳやＥｘｘｏｎ Ｍｏｂｉｌとの契約において、将来、日本が不利にな

らないような、そんな条件になっているのかどうか、契約上どの程度期間を確保できている

のか、契約の全部は公開できないと思いますが、具体的なところを少し教えてもらえればと

思います。 

 以上です。 

○大橋委員長 

 ありがとうございます。 

 以上、委員の質問がありましたので、発表者の方々からご回答いただければと思います。 

 ます、伊藤忠商事の重松様からお願いできますでしょうか。 

○伊藤忠商事（重松様） 

 重松です。ご質問ありがとうございます。 

 近藤委員からいただいたご質問から回答させていただきます。 

 エミッターとの契約期間、支援期間についてのご質問かと思います。 

 今後、まさにこういった点や支援制度も含めて、エミッターや我々のコンソーシアムの中

でも話していく必要がありますが、ＣＣＳは新しい取り組みですので、初期のＬＮＧのよう

にエミッター側と輸送・貯留事業側がある程度長期契約することが基本になるのではない

かと思います。 

 支援制度については少々難しいご質問ですが、それを実現できるような支援制度を検討

いただければと考えております。 

 また、二点目の支援先をエミッターに固定化というご質問ですが、基本的に各社さんの考
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えはばらばらかもしれませんが、輸送・貯留事業者はあくまでＣＯ２を回収する業者だと考

えており、基本的にエミッターからいただくＣＯ２回収手数料でなりわいを立てていくの

だと考えております。 

 一方で、ＣＡＰＥＸに関しては、民間事業者である輸送・貯留事業側が自分たちで多額の

ＣＡＰＥＸを投資すると、その投資額全額に対して投資リターンを考える必要が生じ、その

分ＣＯ２回収手数料が高くなってしまいますので、ＣＡＰＥＸはなるべく補助をいただい

たほうが良いのではないかと思います。今後、この点も検討されていくものだと思います。 

 あと、仕様の統一化に関しては、ご指摘の通り規模の統一化についても必要だと考えてお

り、特に船舶の共通化に関する会議も進められております。 

 大橋先生からは排ガス規制の緩和についてコメントを頂いており、本日はエミッターの

方がいらっしゃいませんが、例えば、ＣＣＳをするとＣＯ２を回収するので、もともと出て

いた排ガスの濃度成分が変わってしまうということで、既存の大気汚染防止法等々の扱い

がどうなるのかと、そういった観点と理解しております。 

 以上かと思います。よろしくお願いします。 

○大橋委員長 

 重松様、ありがとうございました。 

 続いて砂田様、お願いできますでしょうか。 

○三井物産（砂田様） 

 ありがとうございます。 

 まず、山田委員からご質問いただいた点について、どういった既存の坑井のデータなり、

分析をされているのかというところで、ＰＥＴＲＯＮＡＳが持っている枯渇田を活用する

わけですが、プロジェクトでシェアされているデータとしては、震探データはもちろん、坑

井のデータ、地質モデル、地質モデルに関して、ＣＯ２を圧入したとき、それがどういった

形で貯留されるかといったシミュレーションモデルが共有されており、貯留キャパシティ

の評価を実施しております。 

 二点目のポイントとしてご指摘いただいた漏えいリスクですが、既存の枯渇ガス田を用

いるため、過去に掘った探鉱井や試掘井がありますが、これが漏えいしないのかという技術

的な検証を進めており、この辺も大事なポイントだと認識しております。 

 モニタリングの義務に関しては、期間も含めて法制度が定まっていないところもござい

まして、今後、マレーシア政府との協議をにらみながら、事業者側がどのようにモニタリン

グ義務を負っていくのか、あるいは負っていかないのかといった細部を詰めていくという

状況にございます。 

 また、大橋委員からご指摘いただいた弊社プレゼン５ページ目の二つ目の矢羽根の意味

ですが、我々の事業にはフランス、マレーシアの外資２社が入っており、基本的に本邦エミ

ッターの支援という枠組みになっております。 

 多方、例えば弊社の場合、500万トンの排出量に数量応分で支援いただく場合は、一義的
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な支援をエミッターがいただいて、ＣＯ２を輸送・貯留する事業者にコストとして配分いた

だくという枠組みが取れれば、日本企業に限られず、日本のＣＯ２を貯留する側にもしっか

りと支援が行き届くことになるので、プロジェクト全体としてより利害が解消できるので

はないかと考えている次第です。 

 イメージとしては、アメリカのクレジットが排出業者から輸送側、貯留側に配分されるよ

うな支援が検討いただけないかという意味で二つ目の矢羽根を書いております。 

 それから、近藤委員からご指摘いただいた契約期間について、漏えいのモニタリング期間

等が定まらなければどの程度の期間の契約が妥当か申し上げられませんが、伊藤忠さんか

らもあったように、長いほうが望ましいと考えております。 

 それから、あと南坊委員からご質問いただいた海外との競合という観点について、契約上

の商務条件を詰めている最中で、今後、ジョイントベンチャー間での細かい権利義務関係を

規定していく段階にございます。 

 私からの返答は以上でございます。 

○大橋委員長 

 砂田様、ありがとうございました。 

 それでは最後に、三井商事の高尾様、お願いできますでしょうか。 

○高尾様（三菱商事） 

 まず、井戸の漏えいに関する問題ですが、二つ対応があるかと思います。一つは、先ほど、

三井物産さんがご説明していたとおり、坑井健全性に関する調査を圧入前にしっかりと行

う。井戸には廃坑図という、廃坑した際のスキームが残された資料がございますので、そこ

で地層と坑井の間がセメントで蓋されているか確認することや、プラグと呼ばれる栓が打

たれているかどうか確認した上で、圧入井として使用することになります。 

 もう一点、現時点で CO2漏洩を対象とした保険商品はないとの理解ですが、保険会社さん

と話していると、将来的には漏えいに関する保険商品も出てくるのかもしれないと感じて

おりますので、そういった保険も使いながら対応するということになるかと思います。 

 次に、モニタリングの期間ですが、例えば、豪州海域であれば 15年というふうに想定さ

れています。その 15年の期間内にＣＯ２挙動シミュレーションの結果で、これ以上、ＣＯ

２プルームが動かないと客観的に判断されれば、その後のライアビリティも含め、監督官庁

にトランスファーできるというふうに理解しております。 

 次に、エミッターの契約期間に関しては、まさに私のプレゼンテーションでも触れさせて

いただいたとおり、排出業者としては短いほうがよくて、輸送・貯留業者は長いほうが良い

ということになります。現実面としては、その折り合いをつけて、可能な限り長いところで

やっていくのではないかと思っています。貯留事業者、輸送事業者が投資を回収できるよう、

短い契約を並行的につなげて長い契約にするといったアイデアもあるかと思います。 

 それから、財政支援先のどこのセグメントに支援するかということですが、基本的には全

てのセグメントに支援いただけると望ましいかと思います。現時点でＣＣＳバリューチェ
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ーンのどのセグメントにおいても、リスクとリワードのバランスが悪い状況ですので、民間

企業がこういった状況で先行投資をするのは難しいということを考えると、全てのセグメ

ントで先行投資への財政支援を受けられると有難いということになります。 

 施設の統一化に関しては、船舶やタンクの統一化が期待されている状況です。特に船舶に

関しては、共通化のスタディも進んでおりますので、そこからのアウトプット等を盛り込み

ながら、適切なエンジニアリング計画を立てていくことになるかと思います。 

 また、排ガスの規制緩和の話がございましたが、現状、かなりＮｏｒｔｈｅｒｎ Ｌｉｇ

ｈｔｓの回収ガスの性状に起因しているところがあって、ここまで厳密な制限が本当に必

要かという点は見極めなければならないと思っています。例えば、ＮＯｘの含有量等がもう

少し緩い基準になれば、パイプラインや各種施設についても、もう少し緩い条件でのデザイ

ニングが可能になります。最終的にはそれがコスト削減につながるため、述べさせていただ

いた次第です。 

 全ての質問にお答えできているか不安ではありますが、私の回答とさせていただければ

と思います。ありがとうございます。 

○大橋委員長 

 重松様、砂田様、高尾様、大変丁寧にご対応いただき、ありがとうございました。 

 こちらで前半は終了させていただいて、後半のほうに移らせていただきたいと思います。 

 後半は、新設支援制度において考慮すべき基本的論点（案）ということで、そちらの説明

を受けて討議という形にさせていただきます。よろしくお願いいたします。 

○慶野 CCS政策室長 

 では、資料７に基づいてご説明させていただきたいと思います。 

 ＣＣＳ支援制度において考慮すべき基本的論点案という資料をご覧いただければと思い

ます。 

 まず、これまでの議論のまとめでございます。これまで、前回、前々回、今回と幾つかの

ご意見、さらにはプレゼンをいただきました。まずはこうした内容をまとめさせていただき

ました。 

 一つ目の矢羽根について、こちらは主に前回のＪＯＧＭＥＣからのプレゼンになってお

りますが、欧米など先行する国で予算、税、でクレジットなど各国の既存制度や親和性の高

いスキームを選択のうえ、ＣＣＳ事業に対する支援措置を講じていることが確認できたと

いう内容でございます。 

 二つ目の矢羽根ですが、今回の支援制度の目的のような部分です。世界的にコスト競争力

のある CCSバリューチェーンを構築すること、エミッターサイドからすれば、脱炭素化への

有用なオプションとなるのではないか、ＣＣＳを産業として捉えた場合には、ＣＣＳ事業を

実施している事業者の成長戦略につながるのではないかということで、両方の目的がある

のではないかというふうに考えられております。 

 他方で、こちらも前回のＪＯＧＭＥＣのプレゼンにもございましたが、オーストラリア等
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は規制を通してＣＣＳを進めているところ、我が国は枯渇油ガス田といった条件の良い貯

留ポテンシャルは乏しいため、規制といった手法ではなくて、支援策といった形でのバリュ

ーチェーン構築が必要ということも確認できたと思っております。 

 次の矢羽根に関しては、後ほど詳細なスライドを用意しておりますので、そちらでまたご

説明させていただきます。 

 その次ですが、こちらは前々回にも議論のあったように、ＣＣＳの支援策を講じるにあた

っては、ＧＸにおける産業立地の議論とも整合を取っていくべきではないかという話、また、

ＧＸ－ＥＴＳとの連携も必要ではないかといった話があったと認識しております。 

 また、本日の議論にもございましたが、海外貯留に関しては、越境ＣＯ２輸送に関する二

国間取決めがどういった内容で、どういったスケジュールで結ばれるのか、さらには液化Ｃ

Ｏ２大規模輸送に関する条件設定はどうするのかといったご指摘もあったと認識しており

ます。 

 さらに、こうした今までの支援策に加え、これと並行し、将来的なＣＣＳの貯留量を増や

すため、国内外における貯留地開発を進めていくことが必要ではないかという議論があっ

たと認識しております。 

 次のスライドですが、こちらは前回、ＪＯＧＭＥＣさんからプレゼンいただいた内容のま

とめですので、説明は割愛させていただきます。 

 先ほどスキップしたＣＣＳの自立化に必要な条件の部分をご説明させていただければと

思います。 

 ＣＣＳ事業をビジネスとして実施していくためには、ＣＣＳコストと排出者が負担する

ＣＯ２対策コストの逆転が必要だと考えております。 

 ＣＣＳのコストは、これまでの事業者さんのプレゼン等を勘案すると、市場成熟やスケー

ルメリットによって下がっていくのではないかと考えられております。他方で、各国ともカ

ーボンニュートラルを目指しているので、ＣＯ２対策コストは右肩上がりで上がっていく

のではないかと思います。そのため、将来的には自立化が見込まれます。 

 ただし、本小委員会で議論された結果としては、ＣＣＳの自立化を見込むため、前提とし

てまとまった量のＣＣＳが実施されること、ＣＣＳが事業として始まることが必要なので

はないかと認識しております。 

 多方、ＣＣＳコストが高い現状において、排出者自らがＣＯ２対策コストを負担し、通常

のＣＯ２対策コスト以上のコストを負担してＣＣＳを実施するのは経済合理化に難しいの

ではないかと指摘されています。 

 また、将来的に逆転が見込めるといっても、その時期が見通せないのではないかと考えら

れているところです。 

 本日のプレゼンでもございましたが、こういった支援に関しては、まず、ランニングコス

トを何とかしていくため、ＯＰＥＸ支援が必要ではないか、その前提として事業開始に必要

なＣＡＰＥＸ支援も必要ではないかといったことが指摘されたと認識しています。 
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 次のスライドはＣＣＳ支援制度において考慮すべき基本的論点とさせていただいており

ます。 

 まず、①から⑤が支援制度の中身に関するもので、⑥は支援制度と並行して考えていくと

いうまとめ方をさせていただきました。 

 まず、支援の目的ですが、ＣＣＳによってエミッターの皆様の脱炭素化に貢献することが

一つ目です。二つ目の目的は、我が国のＣＣＳ関連産業の成長につなげることです。この両

立を目指すような支援制度であるべきだと思っております。 

 そして、ＣＣＳ支援制度において対応すべき最大の課題としては、ＣＣＳコストと排出者

が負担するＣＯ２対策コストのギャップを埋めていくことが最も重要とご指摘いただいて

おります。 

 また、これら以外にもＣＯ２供給の途絶リスクやＣＯ２漏えいリスクなど、政策的な対応

が必要な課題が他にもあるという指摘もあったと認識しております。 

 また、支援期間でございますが、排出者が負担するＣＯ２対策コストが逆転するまでの中

長期にわたる期間が支援期間として必要ではないかと認識しております。 

 また、ＣＣＳのコストが必ず下がっていくような仕組みにしなければならなのではない

かということで、自立化を促す仕組みを支援制度に盛り込むべきといったご意見もいただ

いたと認識しております。 

 また、ほかの政策との関係ということで、例えば、ＧＸ－ＥＴＳとの関係や、非電力と電

力分野で適用の在り方が違ってきます。また、電力分野に関しては、長期脱炭素電源オーク

ションという脱炭素を促す仕組みもございます。こうした違った分野の状況を踏まえて検

討していくべきではないかというようなご指摘があったと認識しております。 

 また、本日、海外事業のお話もございましたが、国内、海外においても、二国間協定や液

化ＣＯ２による大規模輸送が必要、国内貯留、海外貯留がそれぞれ置かれた状況を踏まえた

支援制度を検討していくべきではないかという指摘があったと認識しております。 

 また、支援制度と並行して、2040年、50年に向けた貯留地開発も国として進めていくべ

きではないかといった指摘があったと認識しており、基本的論点として一案抽出させてい

ただいたところです。 

 説明は以上でございます。 

○大橋委員長 

 ありがとうございます。 

 それでは、事務局の説明を踏まえて、まず、委員の方からご発言、ご質問、あるいはご意

見をいただければと思います。委員の後、オブザーバーの方からも同様にご意見をいただき

ます。 

 一人４分程度ということで、限られた時間ですけが、ぜひその範囲でお願いできればと思

います。 

 それでは、武田委員、お願いいたします。 
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○武田委員 

 どうもありがとうございます。 

 まず、本日のヒアリングにおいてプレゼンをお聞きしたわけですけれども、プレゼンを聞

いていく中で、事業性を確保する上で、金銭的な支援以外に二国間協定の後押しや、長期契

約というお話がありました。これら長期契約の後押し等、ソフトインフラの重要性というも

のを再確認いたしました。 

 その上で、事務局から示していただきました基本的論点ですが、こちらについて私には特

に異存はありません。このうち、個人的には、③の自立化を促す仕組みというものに関心を

持っております。今後、具体的な検討に当たっては、自立化を促す仕組み、具体的にはペナ

ルティーであったり、コスト削減のインセンティブを与える仕組みであったりだと思いま

すけれども、それらについて海外でどのような施策、制度が設けられているのかについてお

示しいただければ、大変ありがたいと思いました。 

 また、④として、他政策との関係をお示しいただいておりますけれども、ここにあります

長期脱炭素電源オークションとの重複など、支援策の重複を避けるということは、これは当

然ではないかと思いましたので、ここで示された考え方を支持したいと思います。 

 以上です。ありがとうございます。 

○大橋委員長 

 ありがとうございます。 

 大島委員、お願いします。 

○大島委員 

 ありがとうございます。 

 排出者が負担する価格について、２点申し上げさせていただきたいと思います。 

 １点目は、炭素価格制度との兼ね合いについてです。排出者が負担するＣＯ２対策コスト

を下回ることが必要と書かれていましたが、英国の制度では、炭素価格と同程度になるよう

に、その差分を補填ということだったと思います。そのように、ほかの制度を下回るところ

までいかなくても、同程度ぐらいになればよいのではないかと思います。 

 ただ、この場合、かなり高い炭素価格が必要ということにもなると思います。今の日本の

炭素価格は国際的に見て非常に低い水準になっていて、これから引き上げていこうとして

いると思います。今の水準は気温上昇を２℃未満に抑えるのに必要だと言われている水準

の 20 分の１から 50 分の１という程度ですので、これを大きく引き上げて行くということ

と一緒に考える必要があるのではないかと思います。 

 もう１点は、事業者からのご発表にもありましたが、ＣＣＳの価格はほかの脱炭素の方法

との比較において検討されています。ただ、そもそもはＣＯ２を排出しないようにするとい

うことが望ましいと思いますので、排出事業者の排出削減意欲を削がない程度の価格水準

を保つことが望ましいと思います。 

 Ｈａｒｄ－ｔｏ－ａｂａｔｅの代表格のように言われている製鉄においても、グリーン
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な生産プロセスが登場してきています。それに対して国も支援策を講じていると思います

ので、そのようなイノベーションの意欲を削ぐことにならない程度の価格とするのが望ま

しいと思います。排出したものを回収、貯留するのではなく、そもそも排出しないようにす

るというのが望ましい姿ではないかと思っているところです。 

 その点に関しては、火力発電についても同じで、今、再生可能エネルギーの発電コストは

どんどん下がってきていますので、それに転換していく意欲を削がない程度の水準が望ま

しいです。どうしても必要な調整電源については、既存の火力発電所にＣＣＳをつけていく

というのは、考えられるオプションかもしれませんが、新たにつくる発電設備の 80数％は

世界的に見れば再生可能エネルギーの発電設備になっていますので、今から新たに火力発

電所を建設して、そこにＣＣＳを付けようというのは、本来あるべき姿なのか、よく考える

必要があると思います。 

 以上です。 

○大橋委員長 

 ありがとうございました。 

 続いて、近藤委員、お願いします。 

○近藤委員 

 近藤です。よろしくお願いします。 

 まず、全体として、事務局から示されました案につきましては、基本的に賛成したいと思

っております。 

 その上で、支援の在り方ということがあると思うんですが、やっぱりＣＡＰＥＸ、ＯＰＥ

Ｘの二つが支援としてあると思っております。 

 その中でも、ＣＡＰＥＸにつきましては、それぞれ事業者に支援するんだろうなと思うん

ですけれども、一方で、先ほどお話がありましたように、やっぱりＣＯ２の削減を求めてい

く、ＣＯ２を回収して貯留して、大気中に出すのを抑えるというのはあると思うんですが、

そういう意味では、ＣＡＰＥＸについては、ある期間でやっぱり打ち切っていくような方向

があり、ＯＰＥＸについては、先ほどから出ているように、事業が始まってしまいますので、

なるべく長い期間を支援するみたいな、この濃淡をつけていく必要があるのかなと思いま

す。ここはきちんと制度設計の中で議論すべきかなと思いました。 

 それから二つ目に、フレキシビリティが必要だろうなと思っていまして、初期ですね、立

ち上がりの法律としてどうするかというのはあると思うんですが、一方で、社会情勢は変わ

ってまいりますし、ＣＯ２の排出の形態も変わってくると思いますので、それに合わせて制

度設計の中でどうやってフレキシビリティを見ていくのかなというのは一つ重要なポイン

トだと思うので、ここをきちんと議論しておく必要があるのかなと思っている次第です。 

 それから、最後になりますけれども、前回のお話から含めまして、産業立地論という話が

あって、ＣＯ２を貯留するサイトでの産業立地論の話もあるでしょうが、一方で、ＣＯ２を

使うという議論になったときに、海外貯留の場合ですと、国内でＣＯ２の利用、ＣＣＵとい
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うのについて、少し先が見えてこなくなるだろうなと思います。そういう意味で、ＣＣＵも

含めた立地論というものを考えたときの支援の在り方、支援先というのを少し議論する必

要があるのかなと思った次第でございます。 

 以上です。 

○大橋委員長 

 ありがとうございます。 

 南坊委員、お願いします。 

○南坊委員 

ありがとうございます。南坊です。よろしくお願いします。 

 基本的論点、事務局でおまとめいただいた支援策について、日本の状況を踏まえた論点案

になっていると思います。ありがとうございます。 

 その上で、支援の基本的な考え方や期間についてですけれども、前回も今回も、今回のプ

レゼンでも、ＣＣＳ事業には様々なリスクが存在して、事業が商業的に軌道に乗るまで、初

期段階では政府がＣＡＰＥＸ、ＯＰＥＸ支援をしてリスクをカバーすべきであるというこ

と、これは明確になっていると思います。それがなければ、商業 CCSの最終意思決定をする

のは困難だということだと思います。 

 その前提で、例えば、輸送貯留事業はインフラなので、その構築には初期段階において、

政府や自治体の支援が必要ですけれども、例えばパイプラインや船、貯留サイトを準備して

も、実際に輸送、貯留すべきＣＯ２がなければ事業が成り立たないわけでして、英国の制度

を見ましても、この点を政府が保証して、リスクをミニマイズする仕組みをつくっていると

思います。民間が輸送貯留を実施する場合には、こういった仕組みが必須だと思います。 

 あるいは、輸送貯留を国直轄、あるいは公的な事業として当初実施するという可能性もあ

って、その事業の運用が順調にできるようになってから民間へ移管するという方法も考え

られるのかなと思います。 

 それから、期間なんですけれども、初期ＣＣＳ事業全体に対して、支援期間については、

例えば英国では 10 年から 15 年を想定していますけれども、日本もこういった例を参考に

すべきですが、いずれにしてもコストの低下とＣＯ２の環境価値が釣り合う時期を想定し

て、全体のスキームを設計する必要があると思います。 

 それから、自立化する仕組みという論点において、ＣＣＳのコスト削減を、国は、ここも

支援をする必要があるのかなと思います。諸外国でも、例えばＥＵイノベーションファンド

とか、アメリカのエネルギー省の研究開発補助金で、ＣＣＳに関する革新的な技術を支援す

る仕組みをしていますけれども、我が国ではＮＥＤＯが低濃度ＣＯ２ガスからの分離・回収

技術に関する研究開発補助を実施していって、それなりの成果も上がってきています。この

ような補助金制度を、研究開発への補助金制度を、輸送貯留の分野でも、テーマを絞って実

施すべきと思います。 

 革新的な技術開発には、スタートアップ段階の企業も多く参入していますけれども、資金
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調達に至るまではなかなか困難な状況もありますので、国によるインキュベーション的な

補助金が有効かなというふうに思います。 

 それから、また、ＣＣＳプロジェクト間の協力も重要で、これは先ほどの発表でも出てき

ておりましたけれども、インフラや技術を共用することによるスケールメリットでコスト

が大きく下がるということが期待できると思います。 

 それから、すみません、最後、海外貯留案件なんですけれども、単に海外のオイルメジャ

ーやナショナルオイルカンパニー等のＣＯ２貯留コントラクターに頼るというだけでなく

て、自前での貯留層、貯留資源開発も重要だと思います。 

 これはエネルギー資源の権益確保と同様の考え方でありまして、長期にわたって日本独

自あるいはパートナー国との共同開発によって、探査から開発、オペレーションまでを一貫

して行う。それを日本企業が担うことによって、ＣＣＳビジネスでの優位性、あるいはバー

ゲニングパワーの強化につながると思います。 

 また、政府が主導して、貯留候補地域の政府との協力関係を構築することで、日本企業が

貯留支援をされることができる環境を前広に整備すると。海外での探査、権益確保を後押し

する、財政的、技術的な支援制度も重要で、ＣＯ２の貯留サイト確保のために初期から長い

期間、地道な努力が必要だと思いまして、既にＪＯＧＭＥＣがこの辺りを意識して活動を強

めていらっしゃいますけれども、さらなるスピードアップと支援内容の強化に期待いたし

ます。 

 以上です。ありがとうございます。 

○大橋委員長 

 ありがとうございます。 

 続いて、平野委員、お願いします。 

○平野委員 

 平野でございます。ありがとうございます。 

 そもそもというところになるかもしれませんが、ＣＣＳを事業化していく、そして実際に

社会実装していくというところで、、コスト負担の問題、それからコストダウンの実現が最

大の焦点だという中において、キーファクターはスケーリングが重要と考えます。 

 これは一方、、例えば政府が支援する CCS先進事業は九つ並列して進んでいます。これは

ありがちなことですが、それぞれが最適な努力をし、逐次コストダウンを進めていくと、結

局、全てサブスケールのＣＣＳ事業というのが、我が国の周辺で政府が支援した形で、人工

的に成立してしまいます。その結果、サブスケールのために CCSコストが高止まりして、最

終的には国民の負担が増えていくという懸念があります。 

 その意味におきましては、一定のメカニズムの下で、プロジェクトの絞り込みを図ってい

くのか、そのメカニズムを考えていくことは、重要なポイントだろうと思います。 

 これを市場メカニズムに任せてやっていくということにするのか、それとも政府主導で

スケールを確実に高めていくというような判断とか、それから政府の関与の在り方みたい
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なものをどう考えていくのかというところは重要な問題と考えます。また、排出事業者の

方々に長期のコミットをできる条件を整えて、安定的にＣＣＳ事業が運営されるようにす

ることがやはり重要だと思います。 

 そのようにしてＣＣＳ事業の予見可能性を高めるというのは、ＣＣＳの機器開発をして

いるようなメーカーにとっても極めて重要で、今回のこのプロジェクトの目的の一つがＣ

ＣＳ産業、競争力のあるＣＣＳ産業の育成ということだとすると、やはり長期の安定需要を

確実に確保していく、見える形にしていくということが予見可能性を高めることになりま

すので、その意識が極めて重要ではないかと思います。 

 この辺、その市場原理の部分と、それから政府がいかに関与してやっていくのかというと

ころ、ここは非常に繊細な設計になると思いますが、重要なポイントになると思います。 

 そこに関係したことですが、このＣＣＳのビジネスモデルは、今は排出、輸送、それから

貯蔵ということで、バリューチェーンが切れた水平分業型になっています。それぞれにおい

て競争原理をある程度働かせていくという考え方ですが、一方、排出事業者がコミットした

形で垂直統合型でやっていくというモデルもあり得ると思います。 

 つまり、大型のエミッターが参画して、もちろん資本も入れてもらうということによって、

需要の安定性というものを確保すると同時に、全体として、エミッター側がドライブする形

でコストダウンを進めていくという考え方があると思います。 

 他方、上流とそれから川中、川下が固定化する関係になってしまうということのデメリッ

トは、その市場メカニズムが効きづらくなるということがあると思いますので、この辺のと

ころのビジネスモデルの考え方や制度設計のあり方も考えていくということが必要ではな

いかと思います。 

 それを受けた支援制度としてコストの値差支援がありますが、これにより競争力のある

形でのＣＣＳで、ＣＯ２の処理ができるというのは、エミッターの方々にとってみると、Ｃ

Ｏ２の除去を彼らの工程の前処理でするためには、燃料、あるいは原料を変えていくという

ことなのでかなり大がかりであり、ＣＡＰＥＸもＯＰＥＸも負担が大きいということです

ので、よく言われるポストコンバスチョンでＣＯ２を除去できるＣＣＳが競争力のある形

でできると、産業界にとってプラスの要素が大きく、戦略的に重要だということは、前々か

ら申し上げているとおりです。 

 そういう意味において、値差支援を導入して、十分に競争力のある形でしていくというこ

とはマストであり、その考え方を戦略的に検討しておく必要があると思います。 

 これはカーボンプライスの考え方に繋がると思いますので、これは既に資料の中でも指

摘されていますが、ＧＸのＥＴＳと連動しながら、適切な基準価格の考え方でやっていくと

いうことが必要だろうと思います。 

 このＣＣＳに関する今回のプレゼンテーションでありますが、国内貯留、海外貯留の両方

が可能性としてある中において、基準価格、それ自体も国内ベースと海外ベースではそもそ

も変わってくる可能性もあると思います。 
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 この辺も含めて、どういう形で適切な基準価格、カーボンプライスというのを導入してい

くのかということも論点になるのではないかなと思います。 

 最後に、その支援の対象ということで言うと、基本はやはりエミッターを中心に、さっき

言いましたように、できる限りやはり市場原理で最適事業者が決められていく、あるいはコ

ストが下がっていくということが望ましいということは望ましいですので、そうすると、需

要家が主導権を取るというのが原理的には望ましいように思います。 

 したがって、支援も排出事業者中心ということで考えていくのは、一定の合理性があるよ

うに感じられますが、ただ、ＣＡＰＥＸに関しては、これは各セグメント初期投資の部分、

輸送の部分、それから貯留の部分のところそれぞれで発生すると思いますので、ＣＡＰＥＸ

支援のところについてはオールセグメントが必要かもしれませんが、考え方としてはそれ

以降の創業時における支援は、なるべく需要家の側のほうに寄せていくことによって、うま

くマーケットメカニズムが全体に働くような制度設計をしていくということが重要ではな

いかと考えます。全体にハイレベルなコメントになりましたけれども、思うところを申し上

げました。 

 私からは以上です。 

○大橋委員長 

 ありがとうございます。 

 山田委員、お願いいたします。 

○山田委員 

 ありがとうございます。 

 私からは３点申し上げます。 

 事務局のほうでお示しくださいました基本的論点について、基本的には賛同いたします。 

 その上で、①の支援の基本的な考え方に関連するところとして、ＣＣＳ関連企業の成長に

つなげると、全くそのとおりだと思います。そのために、実際に、特に私は地下貯留に関連

するジャンルの人間でありますけれども、技術者がやはりどうしても十分ではない。人材育

成についても併せて取り組む必要があるだろうということも、併せて指摘しておきたいと

思います。 

 それから二つ目、これも①に関連して、ＣＯ２漏えいリスクについて、政策的な対応が必

要ではないかと、そのとおりだと思います。 

 あわせて、地下に関連する不確実性というのはやっぱりどうしても残るものですので、貯

留に関するリスクも含めて、何らかの対応が必要かと。要するに、貯留量の見積り等につい

て、地下に関連する評価については、政策的な対応というものが必要になるのではないかな

と考える次第です。 

 それから３点目、⑥につきまして、諸外国の脱炭素化に向けた動向について、まず合致す

るということで、そのとおりだと思います。 

 その際に、技術的なデファクトスタンダード的なものというのも、既に手法論としてはあ
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るわけでありますけれども、これがルール化されていくというようなこと、各国別、あるい

はある程度インターナショナルにルール化されていくというような動きがあるのかどうか

ということも含めて、国、政府では、情報も含めてウォッチを続けていただければなと、そ

ういった情報も共有していただけるとありがたいかなと感じた次第です。 

 以上です。 

○大橋委員長 

 ありがとうございます。 

 もし事務局から預かっているコメント等があればいただけますか。 

○慶野 CCS政策室長 

 事務局でございます。 

 チヴァース委員及び辻委員からコメントをいただいておりますので、それぞれ読み上げ

させていただきます。 

 まず、チヴァース委員のコメントでございます。 

 基本的論点につきましては、これまでの委員会の中のコメント、要望等を反映、取りまと

めいただいた内容という印象でございまして、誠にありがとうございます。これらの論点に

ついて異存はございません。 

 支援策の子細については今後の検討になるかと思いますが、ぜひ将来の脱炭素社会に向

けて、ＣＣＳ事業ができるだけ早期に、かつ長期的、安定的に運営される制度となるよう、

ご支援をお願いできればと思います。 

 ファイナンスの観点からは、支援期間について、一般論としては、融資期間は収入源とな

る事業契約の契約期間の範囲内で設定されることになります。そのため、確約される支援期

間が短ければ、それに応じて事業契約期間、融資期間が短くなり、結果としてご支援できる

融資金額も少なくなってしまうことが考えられますため、事業会社に対する支援が限定的

になってしまう可能性についても、ご考慮いただければと存じます。 

 また、支援の基本的な考え方や自立化を促す仕組みの検討に当たっては、排出事業者様の

業種によっては、事業所が臨海部だけでなく内陸部に分散して存在し、ＣＯ２輸送のハード

ルの高いという課題があることや、排出削減のためのコストを製品ごとに価格転嫁しやす

い業種とそうでない業種があるという点など、排出事業者様の業種ごとに置かれている状

況も異なる点について考慮いただけますと幸いです。 

 2030年以降の支援については、将来の制度については時期が近くなってから改めて検討、

決定されることと思いますが、長期的な政策の大きな方向性についても早い段階でお示し

いただけると、事業者の皆様も、今後の投資判断などがしやすくなると思いますので、可能

な範囲でお願いできればと思います。 

 以上がチヴァース委員からのコメントでございます。 

 続いて、辻委員からのコメントを読み上げさせていただきます。 

 ＣＣＳ、ＣＣＵ、ともに効率よくＣＯ２を分離・回収するべきなので、なるべく濃度の高
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いＣＯ２から着手するのがよい。そのため、例えばアンモニア混焼とＣＣＳの組合せという

のはＣＯ２濃度が低くなるので不利になる、逆に、酸素吹プロセスはＣＯ２濃度を高めるこ

とになる。濃度が高ければ、膜分離等の技術も活用できるというメリットもあるし、加えて、

日本ではただでさえカーボンニュートラル施策のための土地不足問題が深刻なので、なる

べく単位面積当たりのＣＯ２回収力が高くなる高濃度ＣＯ２を対象にすることは有利にな

る。このような対象とするＣＯ２に注目した優先順位を考慮すべきではないか。 

 ＣＯ２分離・回収の実装が進まなければ、ＣＣＳもＣＣＵも加速しない。先行するのが海

外貯留ＣＣＳであったとしても、そのＣＯ２が後にＣＣＵに利活用されるというシナリオ

があれば、それは大いに評価すべきである。 

 加えて、マテリアルバランスを考えれば、例えばエネルギーが全て脱炭素化したとしても、

ネットゼロ実現のためにはＣＣＳが必要となるし、かつ、少なくともＣＯ２分離・回収の実

装が加速するという利点はあるのですから、海外貯留はある程度加速すべきではないか。 

 この委員会のほかに、合成燃料を検討している委員会もある。いずれも対象は排出ＣＯ２

である。合成燃料側にとっては、ＣＯ２が原料となり、この委員会で議論しているＣＣＳの

前段であるＣＯ２分離・回収は共通となる。 

 それぞれの制度にそごが生じないように、かつ、合成燃料側も加速するように、お互いの

制度を設計すべきである。例えば、何でもかんでも埋めちゃうみたいなことにはならないよ

うにしなければならない。 

 国境どころか国内でも、地域外へのＣＯ２搬出、地域外のＣＯ２受入れが発生する。相互

にメリットが出る形で受け渡しが実現可能となる制度づくりが必要だと思う。 

 以上が辻委員からのコメントでございました。 

○大橋委員長 

 ありがとうございます。 

 私からも一点申し上げさせていただくと、今回の事業には、恐らく、インフラ事業的な側

面がございます。特に貯留事業はそうですし、輸送事業はどう考えるかという点もあると思

います。 

 分離・回収事業は比較的競争的な領域かもしれませんが、いずれにしても、今回提起され

ているものが、総括原価に近い姿だと考えると、通常は安定供給の責務というものが裏腹に

あると思いますし、インフラ事業の中には、必ずしも全てが競争的な領域ではなくて、地域

独占的なものを与えているところもあります。また、ＣＯ２を集約させるインフラ、仮に配

管等があるとすれば、そういったものはどう考えるのかという点もあると思います。 

 この辺りがまだ解像度高く整理されていないのかなと思いますが、インフラ事業として、

これはどう考えるのかというところと、補助のスキームの在り方は、自然と整理がされてい

く話かと思いますので、インフラ事業のカテゴリーの中で、今回の事業というのはここに位

置づけられるといった議論ができれば、相当頭の整理が進むのではないかと思います。 

 以上がコメントです。 
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 それでは、一通り委員の方々からコメントをいただきましたので、次はオブザーバーの方

からご意見を頂戴できればと思います。同様に挙手機能でお知らせいただければと思いま

す。 

 お時間の関係で、ご発言はお１人２分ぐらいとさせていただければと思いますので、ご発

言希望の方は、ぜひ挙手をお願いいたします。 

 それでは、横川オブザーバー、お願いします。 

○横川オブザーバー 

 ありがとうございます。 

 我々電気事業者は、産業脱炭素していく中では、非化石の発電手段があるという意味にお

いてＨａｒｄ－ｔｏ－ａｂａｔｅではないと言われております。ただし、これから電力需要

がどんどん上がっていく中で、成長志向型の脱炭素、ＧＸを実行していくために、トランジ

ションしていかなければならないという中で、依然として火力電源は必要であり、再エネを

調整するためにも、火力電源が必要である。その火力電源を脱炭素化していく一つの手段と

して、ＣＣＳがあると認識しております。 

 議論になっているとおり、ＣＣＳはコストが上がるものであり、卸電力価格が上がってい

くファクターになっていくという中で、電化も推進していかなければならない。 

 ＣＣＳ産業が活性化すると、化石燃料の価格や電力価格が上がりかねないということで、

いかにコストを抑えながらＣＣＳを行っていくかが重要と認識しております。 

 その中で、諸外国におけるＣＡＰＥＸ、ＯＰＥＸの支援も参考にしながら、排出事業者に

とっても事業のインセンティブがあるような制度が必要と考えております。 

ＣＣＳサプライチェーンを構築するためには、ファーストムーバー以外の大多数のセカン

ドムーバーにも切れ目ないインセンティブを与えるような支援を検討いただきたいと考え

ております。 

 もう１点、論点にございます長期脱炭素電源オークションの件について、発電セクターは

長期脱炭素電源オークションによる支援を受けることになると想定しておりますが、現状

の制度の中でＣＡＰＥＸに限定した支援にならないかを危惧しております。 

 分離・回収には電力や蒸気といったユーティリティコストがかかりますので、貯留や輸送

にかかる費用なども含めて、どうＯＰＥＸをカバーしていくかを検討いただきたいと考え

ております。 

 長期脱炭素電源オークションによる支援を受けることで、重複した支援にならないよう

にというよりは、むしろバリューチェーン全体の中で、オークション制度とＧＸ移行債によ

るＣＣＳ支援制度がバリューチェーン全体にわたって抜け目ない形となるよう検討してい

ただきたいと考えております。 

 先進的ＣＣＳ事業には複数の排出事業者、貯留・輸送事業者が入っており、コンソーシア

ムの中で、どれかが一部支援されないような場合、プロジェクト自体が立ち行かなくなって

しまうことになりますので、そういった意味でも配慮いただきたいと考えております。 
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 以上でございます。 

○大橋委員長 

 ありがとうございます。 

 続いて、山口オブザーバー、お願いします。 

○山口オブザーバー 

 連合の山口です。発言の機会をいただきありがとうございます。 

 ＣＣＳ支援制度において考慮すべき論点に関して、５点、簡潔に申し上げます。 

 １点目は、支援の基本的な考え方にあるコスト差に着目した支援の必要性についてです。

ＣＯ２排出事業者にＣＣＳを選択してもらうには、安価で安定的なＣＣＳ環境の整備が不

可欠です。ＣＣＳコストとＣＯ２コストのギャップを埋めるため、事業開始から当面の間は

補助金など、コスト差解消に資する支援が必要と考えます。 

 ２点目は、ＣＯ２漏えいリスクに対する対策です。仮にＣＯ２漏えいによる重大事故が発

生した場合、事業者に十分な賠償能力がなければ、事業破綻に追い込まれ、被害者への十分

な賠償や、当該企業で働く者の雇用が維持できなくなることが懸念されます。被害者や労働

者を守るためにも、国が事業者の賠償責任をサポートする仕組みを検討すべきではないか

と考えます。 

 ３点目は、貯留終了後の事業廃止に対する対策です。ＣＣＳ事業は貯留終了後の事業廃止

があらかじめ組み込まれているため、事業廃止による雇用や地域経済への影響を想定し、対

策を打っておく必要がありますので、この点を論点に加えていただきたいと思います。 

 ４点目は、自立化を促す仕組みについてです。ＣＣＳ事業の安定、成長は、事業所で働く

者の労働安全や立地地域住民の安全確保を大前提に、地元関係者との利害調整や環境保全

を万全に行い、地域社会に受け入れられてこそ可能になります。そのため、地域住民や事業

者等関係者への情報提供と、当事者の意見を聞く機会を設けるなど、丁寧なプロセスの在り

方を示すことが重要だと考えます。 

 最後５点目は、国内、海外の扱いについてです。国内と海外、国外では適応される法令の

違いなどもありますので、分けて検討することは適当と考えます。とりわけＣＯ２の越境輸

送と現地労働者の労働安全については、国が事業者に対し、中間取りまとめにも記載されて

いましたとおり、輸出先の貯留事業者に対する環境労働安全等に関する法令遵守の状況を

確認するよう指導する、このことが必要と考えますので、決定を明記いただければと思いま

す。 

 以上です。 

○大橋委員長 

 ありがとうございます。 

 続いて、大東オブザーバー、お願いします。 

○大東オブザーバー 

 ＪＯＧＭＥＣの大東でございます。では、発言をさせていただきます。 



27 

 まず、支援についてコメントをさせていただきたいと思います。 

 まず、価格差に着目した支援につきましては、前回ＪＯＧＭＥＣから説明させていただき

ましたけれども、各国制度のよい点を取り入れて制度設計していくべきとＪＯＧＭＥＣで

は考えているところでございます。 

 また、ＪＯＧＭＥＣでは、水素や戦略的余剰ＬＮＧの調達に携わっており、その経験を踏

まえて、価格差支援について、以下、コメントさせていただきたいと思います。 

 価格差に着目した支援は、基準価格と参照価格の算定方法など、一般的に精緻な制度設計

と運用が求められ、水素の価格差支援では、算入対象費用等の調整に相応の準備体制と時間

を要しているところでございます。 

 英国のＣＣＳ支援制度を見ても、行政機関の体制拡充といたしまして、200名以上の専門

人材の新規雇用が必要となったと聞いております。制度を精緻化すれば、行政の執行コスト

が上がっていく点には留意が必要ではないかというふうに考えてございます。 

 また、スピードの点でも、英国では案件の選定からＦＩＤまでに２年半かかっているとい

うふうに聞いております。政府と事業者の交渉に時間を要しているとも聞いております。日

本が 2030年の圧入開始を目指す上で、制度の複雑さと行政コストや時間というものは比例

をいたしますので、バランスの取れた制度設計が必要であるというふうに考えてございま

す。 

 それと、武田委員から、海外への自立化に向けた事例について教えてほしいというお話が

あったかと思いますが、前回、ＪＯＧＭＥＣの資料に、イギリス、ノルウェー、オランダに

ついて、それぞれ現状調べられた範囲ではございますけれども、自立化に向けた道筋につい

て記載させていただいておりますので、参照いただければ幸いでございます。 

 以上でございます。 

○大橋委員長 

 ありがとうございます。 

 続いて、川口オブザーバー、お願いします。 

○川口オブザーバー 

 ありがとうございます。エネルギー資源開発連盟の川口です。 

 私からは、貯留事業者の立場から、何点か要望させていただきます。 

 まず、政府支援についてでございます。英国型を基本とするということでございますが、

その場合、分離・回収事業者は、価格差支援を受けながら、利用料金を貯留事業者に支払う

ことになりますが、その利用料金には貯留にかかるＣＡＰＥＸ、ＯＰＥＸに加え、相応の利

益分が含まれるべきと考えております。 

 また、ＣＡＰＥＸにつきましては、27 年以降、巨額の先行投資が必要となります。価格

差支援をベースとした場合、投資回収が遅れ、長期にわたる可能性があります。事業者とし

ては、金利分も含めた投資額を早期に確実に回収することが必要となります。 

 したがいまして、貯留事業者のＣＡＰＥＸに関しましては、一定程度、早期に補助金とし
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て支援するノルウェー型も検討する必要があると思います。この点につきましては、先ほど

平野先生のご認識と同一でございます。 

 政府の支援期間につきましては、ＣＣＳがビジネスとして自立するまでには、カーボンプ

ライシングの社会実装、ＣＣＳのコスト低減等、諸課題を解決する必要があり、長期にわた

る必要があります。水素・アンモニア事業への支援期間である 15年が一つの参考になると

は思いますが、ＣＣＳ事業の特性に応じ、また、ＣＣＳビジネスが自立するまでは長期の政

府支援が必要になると認識しております。 

 なお、今後の検討におきましては、分離・回収側、貯留側の事業開始遅延リスク、予期せ

ぬリスク、計画どおりの貯留量が確保できないリスク等に対する政府支援の検討も併せて

よろしくお願いいたします。 

 次に国内貯留地の確保についてでございます。国内で貯留するためには、貯留地のポテン

シャルを確認するための試掘作業が必要です。先進ＣＣＳ事業では、来年には多くの試掘作

業が計画されております。政府におかれましては、これらに必要な財源をしっかりと確保し

ていただくことをお願いいたします。 

 さらに、今後とも貯留地調査事業への政府支援の継続をよろしくお願いいたします。 

 以上でございます。 

○大橋委員長 

 ありがとうございます。 

 続いて、工月様、お願いします。 

○工月様（津田オブザーバー代理） 

 ありがとうございます。 

 企画部長の津田に代わって、今日は出席させていただいております。今日はよろしくお願

いします。 

 基本的論点案、記載事項については、いずれも賛同いたしますということにおいて、その

上で、１点コメントさせていただきたいと思います。 

 弊会は、日頃、カーボンリサイクル燃料の一つでありますｅ－メタンの都市ガス利用に力

を入れておりますが、カーボンマネジメントの一つのアイテムとして、やはり回収したＣＯ

２を有価値なものとして有効活用するというような観点もあろうかと思いまして、カーボ

ンリサイクル、そのうちＣＣＵでございます。そこに対しても関心がございまして、その意

味で、事務局の資料の５ページの④のその他施策の関係というところに当てはまるかどう

か分かりませんけれども、やはりＣＣＵを含めたＣＣＳといったものを一体的に扱うよう

なバリューチェーンについてお取扱いがあるとよいのではないかなというふうに考えてお

ります。 

 本日の事業者様のプレゼンの中でも、ＣＯ２の回収と、液化して、それを船で輸送すると

いう部分については、特に私どものＣＣＵの関心からも大変学ばせていただいております。

これらの技術は、もちろんバリューチェーンの中で、ＣＣＵとＣＣＳの一体となって共通す
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ると考えております。 

 辻委員からの読み上げられましたご意見の中にもございましたけれども、こうした考え

に、私どもも同じ考えでございます。関係づけた政策推進が有効と考えております。 

 やはり、資料２ページに、条件のよい貯留ポテンシャルに乏しいといったような我が国固

有の記載がございましたけれども、弊会で今ウオッチしておりますけれども、実際にヨーロ

ッパのほうも、２月にＥＵが 2040年の削減目標を発表したときに、同時に産業カーボンマ

ネジメント戦略というのが発表されましたけれども、その中ではＣＣＳと共にＣＣＵにつ

いて同時に推進していくという姿勢が示されておりましたので、こうした海外の地域の状

況も踏まえて、私どもＣＣＳとＣＣＵＳという形で国益に資するようなバリューチェーン

づくりの議論に貢献したいと考えておりますので、そのような形での支援検討もお願いし

たいと考えております。 

 私からの発言は以上でございます。ありがとうございました。 

○大橋委員長 

 ありがとうございます。 

 続いて、杉山様、お願いします。 

○杉山様（奥田オブザーバー代理） 

 石油連盟の杉山と申します。ご発言の機会をいただき、ありがとうございます。 

 私のほうからは、支援制度に関する今後の検討に当たり、３点コメントいたします。 

 まず１点目は、事業者がＣＣＳに取り組むための環境整備についてです。ＣＣＳは、その

特性上、他の事業にも増して多くのリスクが存在いたします。こうした中でＣＣＳ事業に取

り組むためには、改めてとなりますが、事業開始及び事業継続に不可欠なＣＡＰＥＸ及びＯ

ＰＥＸに対する全面的な支援を、企業の必要とするタイミングを考慮しつつ、今後の制度設

計の中で確実に措置いただくようお願いいたします。この点では、様々なコストやリスクを

考慮した上で、排出枠の調達などよりもＣＣＳを行う経済的合理性が確実に見出せるよう、

制度設計をお願いいたします。 

 また、主要なリスクは、今後、政策的に対応いただく方向性が示されていますが、それで

もなお残るリスクが、分離・回収、輸送、貯留の中で特定の事業者に集中することのないよ

う、どの事業者にどのような支援を行うかも含め、慎重な制度設計をお願いいたします。 

 ２点目は、ＣＯ２対策コストについてです。スライド４では、ＣＯ２対策コストとして

様々な要素が提示されていますが、例えば排出量取引制度だけを考えても、無償排出枠やオ

ークションなど様々な措置が存在するため、ＣＣＳに供するＣＯ２がどのようなコストを

負担しているのかを算定することは、非常に煩雑になることが想定されます。制度の適正な

運用とともに、事業者の作業負担に十分配慮した、現実に運用可能な制度とするよう、検討

をお願いいたします。 

 最後に３点目は、今後の検討体制についてです。年明け以降を想定する実務レベルでの検

討については、事業参画を検討するプレイヤーが幅広く参加できる体制とし、各主体の様々
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な意見を踏まえた上で議論を進めていただくようお願いいたします。 

 以上です。 

○大橋委員長 

 ありがとうございます。 

 続いて、野中オブザーバー、お願いします。 

○野中オブザーバー 

 天然ガス鉱業会、野中です。私のほうからは１点でございます。 

 考慮すべき基本的論点につきましては、全体的には異論はございません。 

 その中で、⑥でございますけれども、貯留地開発については時間を要するということは確

かでございまして、2040年、2050年に向けた国内外の貯留地開発を進めるべきということ

も、まさにそのとおりだと思います。 

 その中で、特に国内について、貯留インフラのコストを下げる意味でも、浅海域での開発

を促すような支援をしていくべきではないかというふうに考えております。その１点でご

ざいます。 

 以上です。 

○大橋委員長 

 ありがとうございます。 

 続いて、小野オブザーバー、お願いします。 

○小野オブザーバー 

 ありがとうございます。 

 まず支援の在り方についてですけれども、本日の資料にも記されたとおり、ＣＣＳを事業

機会と捉える事業者と、それをコストと考える事業者で、この景色は大きく異なります。今

後の支援制度に関する詳細検討においては、それぞれの立場に応じた丁寧な検討をお願い

したいと思います。その際に、我が国、製造業の国際競争力に悪影響が及ばないことが肝要

かと思います。 

 次に、ＣＣＳの自立についてですけれども、これからの脱炭素対策、なかんずくＣＣＳは

間違いなくコスト増となります。かかる事業が、経済的持続可能な形で自立するためには、

脱炭素の環境価値と、そのためのコストが社会に受け入れられ、コスト回収が確実に行われ

ることが必要であります。 

 本日のヒアリング資料にもあるとおり、脱炭素に向けたグリーン製品の環境価値やその

コストが適正に評価される市場創生をお願いしたいと思います。 

 最後に、コスト低減の点なんですけれども、ＣＣＳにおいても、一般的なスケールメリッ

トやランニング効果は期待できると思います。一方で、できるだけ低コストな部分から回収

を始め、徐々に高コストなものまで回収を拡大するということも事実であろうかと思いま

す。 

 例えば鉄鋼の場合、最も安価な回収は、未燃の副生ガス、高炉ガスから未利用排熱を使っ
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た回収でありますが、さらに拡大しようとすれば、燃焼ガス、排ガスから追加のエネルギー

を使った回収への移行となります。この場合、コストの高い回収となってしまいます。 

 この点は、貯留サイトの選定においても同じではないかと思います。ＣＣＳ拡大断面にお

いては、これらの点も心に留める必要があろうかと思います。 

 以上です。 

○大橋委員長 

 ありがとうございます。 

 続いて、布川様、お願いします。 

○布川様（福永オブザーバー代理） 

 本日は、ＮＥＤＯオブザーバーの福永に代わり、布川が出席しております。 

 ＣＣＳコストについてコメントいたします。今の小野オブザーバーと重複するところも

ございますが、資料の４ページに示されておりますように、ＣＯ２の分離・回収、それから

輸送、貯留の各部門において、新技術開発や改良、事業の成熟による運用性向上、スケール

メリット等によって、ＣＣＳコストは低減され得ることが期待されます。 

 しかしながら、ＣＣＳ事業の導入が進むに際し、様々なＣＯ２排出減、貯留サイトの適用

を拡張するに際し、例えば分離・回収元としては不利なＣＯ２濃度の低い、あるいは小規模

なガスを対象としたり、地理的に分散した地点からＣＯ２を収集、集約することが必要とな

るなど、コストが増加するという要因もあります。そのため、ＣＣＳコスト低減の時間推移、

それからその幅には、不確実な要素が多々含まれていると考えております。 

 その可能性についての認識をぜひ共有いただきつつ、ＣＣＳの導入拡大のシナリオを具

体的に見通すということ、それが重要だと考えております。 

 以上です。ありがとうございます。 

○大橋委員長 

 ありがとうございます。 

 続いて、本庄オブザーバー、お願いします。 

○本庄オブザーバー 

 ありがとうございます。ＲＩＴＥの本庄でございます。 

 私からは、まず、事務局がまとめられた基本的論点、非常によく整理されていると思いま

すので、この論点に沿って支援策を構築していただければ、日本のＣＣＳ事業はもっと進む

というふうに思います。 

 その上で、ちょっと補足でコメントさせていただきますが、先月の後半、カナダのカルガ

リーで開催されましたＧＨＧＴ17 というＩＥＡの附属機関、ＩＥＡＧＨＧが主催しました

ＣＣＳの大きな国際会議に参加してまいりました。今回は、過去最高の 1,500人以上の方が

参加されたということで、大変大きな盛り上がりがございました。 

 従来は、どちらかというと学術研究の人たちが中心で、企業の人がその周りにいるという

感じでございましたけれども、今回は研究機関、学者の先生方、企業の方が、本当に三位一
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体となって、ＣＣＳの事業化をどうやって進めていくかという熱い議論をされておられま

した。 

 そういうことで、すみません、前回のカーボンマネジメント小委員会は欠席させていただ

きましたが、私としてはいい収穫があったと思います。 

 その際に感じたことでございますけれども、繰り返しになりますけれども、国際的にもＣ

ＣＳは、研究開発から事業化のステージだということで、国際連携も組みながら進めていく

ということでございました。 

 会議が開催されたカルガリーというのは、ご案内のとおり、石油とかオイルサンドの開発

地域でございましたので、地下情報はうんとあるということで、貯留ポテンシャルもいっぱ

いある。その貯留ポテンシャルを活用しようということで、地元政府なんかが大きな試みを

行っています。 

 そういう意味で、今回ご発表ありましたけれども、海外での貯留ポテンシャルを活用する

先進的ＣＣＳ事業の取組、これは非常に有望だと思う次第でございます。 

 さはさりながら、今年、ＣＣＳ事業法がせっかく成立いたしましたので、国内でもやはり

ＣＣＳを貯留をするということは大事だと思いますので、国内の貯留ポテンシャルの開発

を、ぜひ政府も引き続き力を入れていただきたいと思います。 

 最後に、カルガリーの会議でいろいろな議論を聞いていて、特に印象に思いましたのは、

ＣＯ２のソースでございます。今回この委員会等でご検討していただいているのは、大規模

な排出源からのまとまったＣＯ２の量の回収というのが前提にありましたけれども、カル

ガリーでの議論を聞いていますと、大気からの直接回収、ダイレクトエアキャプチャーも有

力なＣＯ２のソースになるんだということで、各国もそれに対するダイレクトエアキャプ

チャーに対する支援なんかもやったり、ダイレクトエアキャプチャーで回収したＣＯ２を

貯留することによって多額のクレジットを得るなんていうことも考えておりましたので、

今後、支援策を考えられる際には、ＣＯ２のソースとして、ダイレクトエアキャプチャー、

この開発が進むような支援策も考えていただければと思います。 

 以上でございます。ありがとうございました。 

○大橋委員長 

 ありがとうございます。 

 最後に、事務局からお願いできますでしょうか。 

○慶野 CCS政策室長 

 事務局でございます。 

 委員の方々、オブザーバーの方々から様々なコメント及びご意見、ご質問をいただきあり

がとうございます。 

 まず、いただいたご質問に関する回答をさせていただければと思います。 

 武田委員からご質問いただいた自立化を促す仕組みについて、諸外国のものでございま

すが、先ほどオブザーバーのＪＯＧＭＥＣ大東副理事長からご発言いただいた通り、前回の
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ＪＯＧＭＥＣのプレゼン資料にも少々記載があります。 

 具体的に申し上げると、例えばノルウェーでは、支援期間後も一定程度ＣＣＳを続けると

いうような契約を結んで自立化を促す仕組みが盛り込まれており、イギリスでは、自立化を

目指すという方針は示されており、現在はフェーズ１ですが、具体的にどういった仕組みに

するかという点がフェーズ２である 2030年度に決まってきます。 

 また、大島委員からいただいたご意見として、英国は差分を補填するが、今回は逆転にな

っているという点についてご質問がありました。説明に少々至らない点がございましたが、

ビジネスベースに乗せていくためには逆転が必要ということで、差分を補填するのか、どう

いった形にするのかというのは、今後、詳細制度設計で決めていく内容となっております。 

 また、皆様方から、制度のフレキシビリティを持っていくべきといった意見や、制度を作

っていく上で、最初はインフラを作るのでグルーピングをしていくというご意見をいただ

きました。また、大橋座長から、インフラとしてどのような位置づけになるのかというご意

見もございました。 

 こういったご意見は、恐らくＣＡＰＥＸとＯＰＥＸをどういった形で支援していくのか

といったことにも絡んでくると思います。ＯＰＥＸを支援する際に、その際の輸送貯留料金

をどうするか、こういったこともインフラとしてのＣＣＳ事業として非常に重要と思って

おり、制度の詳細設計の中で決まっていくところも多分にあると考えているところでござ

います。 

 また、オブザーバーの方々からも、制度の詳細制度設計を実務レベルで検討していく際に

は、多様な参加者から多様な意見をいただきながら決めていくべきというご意見をいただ

いております。 

 こちらに関して、どういった形で議論していくかについては、事務局で一旦引き取らせて

いただき、大橋座長とも相談しながら決めていきたいと考えております。 

 また、刀禰課長からも追加のコメントがございますので、バトンタッチしたいと思います。 

 

○刀禰燃料環境適合利用推進課長 

 最後に刀禰からお話をさせていただきます。 

 まず、本日も、委員の皆様におかれましては、広範なご意見、ご議論をいただきありがと

うございました。 

 先ほど慶野室長からも申し上げたように、年明け以降、ＣＣＳの事業化に向けた支援制度

の在り方について、より詳細な検討を進めてまいりたいと思います。 

 具体的には、今後の事業投資におけるＣＡＰＥＸ、ＯＰＥＸ、それぞれの支援に対する在

り方の検討をより詳細に深めていきたいと思っておりますが、それに先立ち、本日お示しし

ました論点整理に対する委員の皆様のご意見、また、オブザーバーからのコメントも踏まえ、

改めて 12月にたたき台として、全体の大きなフレームワークをお示しできればと思ってお

ります。引き続き審議いただければ有難いと思っております。 
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 また、ご案内のとおり、エネルギー政策全体ということで申し上げると、2040 年をター

ゲットイヤーにしたエネルギー基本計画の改定作業、ＧＸビジョン 2040の策定作業も進め

させていただいております。 

 今回のＣＣＳを巡る小委員会での議論も踏まえ、今後、資源・燃料分科会、さらには基本

政策分科会での議論にもしっかりと反映させていただきたいと思っております。 

 本日はどうもありがとうございました。引き続きどうぞよろしくお願いいたします。 

 大橋委員長、事務局からは以上でございます。 

 

３．閉会 

○大橋委員長 

 本日は、早朝から長時間にわたり、大変密度の濃い議論をありがとうございました。 

 本日、委員、オブザーバーからいただいたご意見、あるいは提案も含めて、事務局でしっ

かり踏まえていくという発言もあったと思いますので、事務局においては、引き続き精力的

に検討いただければと思います。 

 それでは、以上とさせていただきます。本日も活発な議論をありがとうございました。 


